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　本調査は、昭和 39 年（1964 年）度より毎年度全国一斉に、県内中小企業の経営状況・労働事情を

的確に把握し、これに基づく適正な労働対策を行っていくことを目的として実施しております。今年

度も、当会では、徳島県の様々な業種の 600 事業所にご協力を頂き、「中小企業労働事情実態調査」

を行いました。

　今年度は「経営状況」、「販売価格への転嫁状況」「労働時間」「新規学卒者の採用および中途採用」

「賃金改定の実施状況」に加え、新たに「人材の確保、育成、定着」についての調査を行い、結果を

取りまとめました。

　日本経済の先行きについては、雇用・所得環境が改善する下で、各種政策の効果もあり、緩やかな

回復が続くことが期待されています。ただし、欧米における高い金利水準の継続や中国における不動

産市場の停滞の継続に伴う影響など、海外景気の下振れが我が国の景気を下押しするリスクとなって

おり、物価上昇、中東地域をめぐる情勢、金融資本市場の変動等の影響に十分注意する必要がありま

す。

　一方、徳島県内の景気に目を転じると、全国と同様に景気は緩やかに持ち直しているとされていま

す。しかし、依然として原材料価格・エネルギー価格の高騰による収益状況の悪化、また深刻化する

人手不足や最低賃金の大幅な引き上げ、価格転嫁の遅れ等により、中小企業を取り巻く経営環境は厳

しいまま推移しております。

　このような厳しい経済情勢の下で、この報告書が県内中小企業労働事情の実態把握と今後の労働問

題への対応に役立つことができれば幸いです。

　最後に、本調査の実施にあたりまして、ご多用の中ご協力いただきました関係組合並びに調査協力

事業所の皆様方に厚くお礼申し上げるとともに、今後ますますのご発展を祈念申し上げます。

　　令和 6 年 12 月

　

徳島県中小企業団体中央会
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〔Ⅰ〕　調査のあらまし
１．目　　的

　本調査は、徳島県内の中小企業における労働事情を的確に把握し、労働環境の整備・改善の指標と
なることを目的として、昭和 39 年より毎年全国一斉に実施しており、本年度も調査を実施したもの
である。

２．調査機関

　徳島県中小企業団体中央会

３．調査時点

　令和 6 年７月１日現在

４．調査の方法

　当中央会が調査対象事業所（600 事業所）を任意に抽出し、調査票を郵送・回収すると共に、WEB
回答フォームへの入力による回答を回収したものを合わせて、全国中小企業団体中央会において一括
集計したものである。

５．調査対象並びに事業所数

　調査対象事業所は従業員 300 人以下の中小企業 600 事業所で次の業種を対象とし、製造業 57.0％、
（344 事業所）、非製造業 43.0％（256 事業所）の割合で調査したものである。

　　　
６．調査票回収状況

　回収状況：　213 事業所
　回 収 率：　35.5％
　有効回答数：197 事業所

製　　造　　業 非　　製　　造　　業
１．食料品製造業 １．運輸業
２．繊維工業 ２．建設業
３．木材・木製品製造業 　ａ．総合工事業
４．印刷・同関連業 　ｂ．職別工事業（設備工事業を除く）
５．窯業・土石製品製造業 　ｃ．設備工事業
６．化学工業 ３．卸売業
７．金属・同製品製造業 ４．小売業
８．機械器具製造業 ５．サービス業
９．その他の製造業 　ａ．対事業所サービス業

　ｂ．対個人サービス業
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１．調査回収の状況

　今回調査の有効回答事業所は、197 事業所であり、産業別にみると、製造業が 111 事業所で従業員
数は 3,344 人、非製造業が 86 事業所で従業員数は 2,922 人となっている。
　これを従業員規模別でみると「1 ～ 9 人」規模が 64 事業所、「10 ～ 29 人」規模が 65 事業で、共に
30％を超え、次いで「30 ～ 99 人」規模が 55 事業所で 27.9％、「100 ～ 300 人」規模が 13 事業所で 6.6％
となっている。

〔Ⅱ〕　回答事業所の概要

＜回答事業所の業種別・規模別の内訳＞

　　（上段：実数、下段：比率）　

区　　　分 回 答 事
業 所 数

１ 〜 ９
人

10 〜 29
人

30 〜 99
人

1 0 0 〜
3 0 0 人

実 数
合 計
（人）

平 均
（人） 男 性 女 性

業 種 計 197 64 65 55 13 6266 31.81 4414 1852
100.0 32.5 33.0 27.9 6.6 70.4 29.6

製

造

業

計 111 34 40 30 7 3344 30.13 2162 1182
100.0 30.6 36.0 27.0 6.3 64.7 35.3

食 料 品 20 8 5 6 1 574 28.70 219 355
100.0 40.0 25.0 30.0 5.0 38.2 61.8

繊 維 工 業 13 2 7 4 − 356 27.38 53 303
100.0 15.4 53.8 30.8 − 14.9 85.1

木 材・ 木 製 品 13 5 3 3 2 500 38.46 418 82
100.0 38.5 23.1 23.1 15.4 83.6 16.4

印 刷・ 同 関 連 7 4 1 1 1 207 29.57 119 88
100.0 57.1 14.3 14.3 14.3 57.5 42.5

窯 業・ 土 石 5 1 4 − − 72 14.40 64 8
100.0 20.0 80.0 − − 88.9 11.1

化 学 工 業 2 1 − 1 − 37 18.50 21 16
100.0 50.0 − 50.0 − 56.8 43.2

金 属、 同 製 品 27 6 12 8 1 736 27.26 551 185
100.0 22.2 44.4 29.6 3.7 74.9 25.1

機 械 器 具 14 3 6 4 1 496 35.43 438 58
100.0 21.4 42.9 28.6 7.1 88.3 11.7

そ の 他 10 4 2 3 1 366 36.60 279 87
100.0 40.0 20.0 30.0 10.0 76.2 23.8

非

製

造

業

計 86 30 25 25 6 2922 33.98 2252 670
100.0 34.9 29.1 29.1 7.0 77.1 22.9

情 報 通 信 業 3 1 − 1 1 247 82.33 200 47
100.0 33.3 − 33.3 33.3 81.0 19.0

運 輸 業 4 − 1 2 1 313 78.25 277 36
100.0 − 25.0 50.0 25.0 88.5 11.5

建 設 業 22 9 7 6 − 450 20.45 385 65
100.0 40.9 31.8 27.3 − 85.6 14.4

総合工事業 15 6 4 5 − 337 22.47 282 55
100.0 40.0 26.7 33.3 − 83.7 16.3

職別工事業 5 2 3 − − 41 8.20 36 5
100.0 40.0 60.0 − − 87.8 12.2

設備工事業 2 1 − 1 − 72 36.00 67 5
100.0 50.0 − 50.0 − 93.1 6.9

卸・ 小 売 業 26 9 7 9 1 776 29.85 563 213
100.0 34.6 26.9 34.6 3.8 72.6 27.4

卸　売　業 13 4 3 6 − 413 31.77 314 99
100.0 30.8 23.1 46.2 − 76.0 24.0

小　売　業 13 5 4 3 1 363 27.92 249 114
100.0 38.5 30.8 23.1 7.7 68.6 31.4

サ ー ビ ス 業 31 11 10 7 3 1136 36.65 827 309
100.0 35.5 32.3 22.6 9.7 72.8 27.2
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２．労働組合の有無

　労働組合の状況についてみると、有効回答数 197 事業所のうち、労働組合が企業別に組織されてい
る事業所、並びに従業員が何らかの労働組合に加入していると回答したものが 15 事業所で、組織率
は 7.6% であった。（前年 12 事業所、組織率 6.3%）
　これを、従業員の規模別にみてみると「100 ～ 300 人」規模 13 事業所のうち 4 事業所（組織率
30.8％）に労働組合があり、「30 ～ 99 人」規模では 55 事業所中 4 事業所（組織率 7.3％）にあるとい
う回答を得た。労働組合がある 15 事業所のうち 8 事業所（組織率 53.3％）が 30 人以上規模の事業所
であるという結果となった。
　また、業種別に見ると、製造業では 9 事業所（組織率 8.1％）、非製造業では 6 事業所（組織率 7.0％）
の事業所に労働組合があるとの回答であった。

ある ない

全国

徳島県

製造業

非製造業

1～9人

10～29人

30～99人

100～300人

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

7.1 92.9

7.6 92.4

91.98.1

7.0 93.0

93.86.2

30.8

92.7

69.2

7.3

95.34.7

＜産業別・規模別労働組合の有無＞

★参考★

　組織率とは？……雇用者数に占める労働組合員数の割合。
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３．雇用形態別構成比

　雇用形態を「正社員」、「パートタイマー」、「派遣」、「嘱託・契約社員」、「その他」の 5 つの形態に
分類して調査を行った。結果、有効回答数 197 企業のうち、従業員の雇用形態は「正社員」は 82.4％（前
年 84.5%）、「パートタイマー」は 10.3％（前年 9.8%）、「派遣」は 1.0％（前年 0.9%）、「嘱託・契約社員」
は 5.6％（前年 4.1%）、「その他」は 0.7％（前年 0.7％）となっている。
　男女比率で見ると、正社員雇用の「男性」は 89.0％（前年 90.0%）、「女性」は 67.7％（前年 71.2%）
という結果が出た。前回の調査では、「男性」「女性」ともに正社員の割合が増加したが、今回は「男
性」「女性」ともにやや減少に転じた。

＜雇用形態別構成比の推移＞

正社員 パートタイマー 派遣社員 嘱託・契約社員 その他

全国

徳島県

男性

女性

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

82.4 10.3

1.0 0.7

5.6

74.6 15.0 6.1

1.92.4

89.0 5.44.3

0.60.7

67.7 23.8

1.8 0.8

5.9

＜男女別　雇用形態別構成比＞

正社員 パートタイマー（常用・非常用） 派遣社員 嘱託・契約社員・その他

0％

20％

40％

60％

80％

100％

６年度令和元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

79.1

12.5

7.4
1.0

78.1

13.1

7.4
1.4

84.581.0

9.812.2

5.2 4.8 0.9

82.4

10.3
6.3 1.01.6

78.9

12.2

8.1
0.8
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１．経営状況

　⑴　経営状況
　経営状況は１年前と比べてどう思うかについて回答を求めたものであり、有効回答数 197 企業のう
ち、徳島県全体では「良い」と回答した事業所は 13.7％（前年比−8.7％）、「変わらない」は 51.8％（前
年比＋4.9％）、「悪い」は 34.5％（前年比＋3.8％）となっている。令和元年度に新型コロナウイルス
感染症が拡大したため、令和 2 年度は「悪い」と回答した事業所が大幅に増加した。その後 3 年続け
て「悪い」と回答した事業所は減少し、反対に「良い」と回答した事業所は 3 年続けて増加していた
が、今年度は「良い」と回答した事業所が減少し、厳しい経営状況であることが窺える結果となった。

〔Ⅲ〕　調査結果の概要

＜経営状況＞

良い
13.7％
良い
13.7％

変わらない
51.8％

変わらない
51.8％

変わらない
50.1％

変わらない
50.1％

悪い
34.5％
悪い
34.5％

良い
17.7％
良い
17.7％

悪い
32.2％
悪い
32.2％

徳島県 全国

＜徳島県の経営状況の推移＞

70％

60％

50％

40％

30％

20％

10％

0％
令和元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度

良い　　　変わらない　　　悪い

46.9
53.5

62.3

42.4

29.5

41.5

8.2

50.9

32.4

16.716.1

30.7

13.7

34.5

51.8

27.9
22.4

18.6
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　⑵　主要事業の今後の方針
　主要事業の今後の方針については、有効回答数 197 企業のうち「現状維持」が全体の 60.8％（前年
57.1％）と 6 割を占めており、次いで「強化拡大」が 33.5％（前年 37.2％）、「縮小」が 5.2％（前年 4.2％）、
であった。今年度も ｢現状維持｣ の回答が最も多く、慎重な経営方針が多い中、「強化拡大」の回答
はやや減少し、「縮小」の回答は僅かながら増加した。

＜徳島県の主要事業方針の推移＞

強化拡大 現状維持 縮小 廃止・その他

0％

20％

40％

60％

80％

100％

６年度令和元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

31.1

62.1

5.5
1.3

21.4

69.1

7.3
2.2

32.9

60.0

6.7
0.4

34.8

60.2

4.1
0.9

37.2

57.1

4.2
1.5

33.5

60.8

5.2
0.5

＜主要事業の今後の方針＞

強化拡大 現状維持 縮小 廃止 その他

全国

徳島県

製造業

非製造業

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

32.4 62.0 4.5 0.4

0.5

33.5 60.8 5.2

35.8 58.7 4.6 0.9

30.6 63.5 5.9

0.7
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　⑶　経営上の障害
　中小企業における経営上の障害について 12 項目を列挙し、その中から 3 項目以内複数回答を求めた。
　徳島県全体では「人材不足（質の不足）」56.9%（前年 49.5%）との回答が最も多く、次いで「光熱費・
原材料・仕入品の高騰」51.8%（前年 49.5%）、「労働力不足（量の不足）」37.6%（前年 41.1%）が経営
上の障害として上位にあげられた。 （太枠内：上位三位）

＜経営上の障害＞

　　（上段：実数、下段：比率）　

業種・規模別

回
答
事
業
所
数

（
量
の
不
足
）

労
働
力
不
足

（
質
の
不
足
）

人

材

不

足

労
働
力
の
過
剰

人
件
費
の
増
大

の

減

少

販
売
不
振
・
受
注

販
売
力
の
不
足

製
品
開
発
力
・

競

争

激

化

同
業
他
社
と
の

仕
入
品
の
高
騰

光
熱
費
・
原
材
料
・

価
格
）
の
下
落

製
品
価
格
（
販
売

取
引
条
件
の
厳
し
さ

納
期
・
単
価
等
の

金
融
・
資
金
繰
り
難

環
境
規
制
の
強
化

全 産 業 197 74 112 2 55 69 16 31 102 6 24 17 4
100.0 37.6 56.9 1.0 27.9 35.0 8.1 15.7 51.8 3.0 12.2 8.6 2.0

規
　
　
模

１ 〜 ９ 人 64 18 27 − 12 31 7 13 29 2 4 10 1
100.0 28.1 42.2 − 18.8 48.4 10.9 20.3 45.3 3.1 6.3 15.6 1.6

10 〜 29 人 65 20 41 2 18 21 7 7 34 2 12 7 1
100.0 30.8 63.1 3.1 27.7 32.3 10.8 10.8 52.3 3.1 18.5 10.8 1.5

30 〜 99 人 55 28 37 − 22 13 2 10 31 2 7 − 2
100.0 50.9 67.3 − 40.0 23.6 3.6 18.2 56.4 3.6 12.7 − 3.6

100 〜 300 人 13 8 7 − 3 4 − 1 8 − 1 − −
100.0 61.5 53.8 − 23.1 30.8 − 7.7 61.5 − 7.7 − −

製

造

業

計 111 34 60 2 31 42 9 12 68 5 18 12 2
100.0 30.6 54.1 1.8 27.9 37.8 8.1 10.8 61.3 4.5 16.2 10.8 1.8

食 料 品 20 6 11 − 6 5 1 3 17 − 3 3 −
100.0 30.0 55.0 − 30.0 25.0 5.0 15.0 85.0 − 15.0 15.0 −

繊 維 工 業 13 4 6 − 8 5 − 1 8 1 1 2 −
100.0 30.8 46.2 − 61.5 38.5 − 7.7 61.5 7.7 7.7 15.4 −

木材・木製品 13 5 7 − 2 8 3 2 4 − − 2 −
100.0 38.5 53.8 − 15.4 61.5 23.1 15.4 30.8 − − 15.4 −

印刷・同関連 7 2 2 − 1 4 1 2 4 1 1 − −
100.0 28.6 28.6 − 14.3 57.1 14.3 28.6 57.1 14.3 14.3 − −

窯 業・ 土 石 5 1 3 − − 5 − − − 1 2 − −
100.0 20.0 60.0 − − 100.0 − − − 20.0 40.0 − −

化 学 工 業 2 − 1 − − 1 1 − 1 − − − −
100.0 − 50.0 − − 50.0 50.0 − 50.0 − − − −

金属、同製品 27 10 15 1 8 5 1 3 19 1 7 1 2
100.0 37.0 55.6 3.7 29.6 18.5 3.7 11.1 70.4 3.7 25.9 3.7 7.4

機 械 器 具 14 4 10 1 3 6 2 − 6 1 1 3 −
100.0 28.6 71.4 7.1 21.4 42.9 14.3 − 42.9 7.1 7.1 21.4 −

そ の 他 10 2 5 − 3 3 − 1 9 − 3 1 −
100.0 20.0 50.0 − 30.0 30.0 − 10.0 90.0 − 30.0 10.0 −

非

製

造

業

計 86 40 52 − 24 27 7 19 34 1 6 5 2
100.0 46.5 60.5 − 27.9 31.4 8.1 22.1 39.5 1.2 7.0 5.8 2.3

情 報 通 信 業 3 1 1 − 2 2 1 − − − − − −
100.0 33.3 33.3 − 66.7 66.7 33.3 − − − − − −

運 輸 業 4 1 2 − 1 − − 1 3 − 1 1 −
100.0 25.0 50.0 − 25.0 − − 25.0 75.0 − 25.0 25.0 −

建 設 業 22 8 12 − 4 8 − 9 13 − 1 1 1
100.0 36.4 54.5 − 18.2 36.4 − 40.9 59.1 − 4.5 4.5 4.5

総合工事業 15 6 8 − 1 6 − 7 7 − 1 − 1
100.0 40.0 53.3 − 6.7 40.0 − 46.7 46.7 − 6.7 − 6.7

職別工事業 5 1 3 − 2 2 − 2 4 − − − −
100.0 20.0 60.0 − 40.0 40.0 − 40.0 80.0 − − − −

設備工事業 2 1 1 − 1 − − − 2 − − 1 −
100.0 50.0 50.0 − 50.0 − − − 100.0 − − 50.0 −

卸・ 小 売 業 26 12 12 − 6 11 4 4 11 1 4 2 −
100.0 46.2 46.2 − 23.1 42.3 15.4 15.4 42.3 3.8 15.4 7.7 −

卸　売　業 13 6 7 − 4 5 1 2 5 1 4 1 −
100.0 46.2 53.8 − 30.8 38.5 7.7 15.4 38.5 7.7 30.8 7.7 −

小　売　業 13 6 5 − 2 6 3 2 6 − − 1 −
100.0 46.2 38.5 − 15.4 46.2 23.1 15.4 46.2 − − 7.7 −

サ ー ビ ス 業 31 18 25 − 11 6 2 5 7 − − 1 1
100.0 58.1 80.6 − 35.5 19.4 6.5 16.1 22.6 − − 3.2 3.2
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　⑷　経営上の強み
　中小企業における経営上の強みについて 12 項目を列挙し、その中から 3 項目以内複数回答を求めた。
　徳島県全体では「製品・サービスの独自性」が最も多く 34.9％（前年 27.6％）、次いで「製品の品質・
精度の高さ」33.3％（前年 28.6％）、「顧客への納品・サービスの速さ」27.2％（前年 18.9％）が経営
上の強みとして上位にあげられた。（太枠内：上位三位）

　　（上段：実数、下段：比率）　

業種・規模別

事

業

所

数

独

自

性

製
品
・
サ
ー
ビ
ス
の

技
術
力
・
製
品
開
発
力

生
産
管
理
能
力

生

産

技

術
・

テ

ィ

ン

グ

力

営
業
力
・
マ
ー
ケ

企
画
力
・
提
案
力

製
品
・
サ
ー
ビ
ス
の

精

度

の

高

さ

製
品
の
品
質
・

サ
ー
ビ
ス
の
速
さ

顧
客
へ
の
納
品
・

ブ

ラ

ン

ド

力

企
業
・
製
品
の

資

金

調

達

力

財
務
体
質
の
強
さ
・

外

注

先

優
秀
な
仕
入
先
・

質

の

高

さ

商
品
・
サ
ー
ビ
ス
の

柔

軟

性

組
織
の
機
動
力
・

全 産 業 195 68 52 51 11 25 65 53 27 19 24 30 36
100.0 34.9 26.7 26.2 5.6 12.8 33.3 27.2 13.8 9.7 12.3 15.4 18.5

規
　
　
模

１ 〜 ９ 人 63 27 16 9 1 9 17 14 8 3 11 11 12
100.0 42.9 25.4 14.3 1.6 14.3 27.0 22.2 12.7 4.8 17.5 17.5 19.0

10 〜 29 人 64 19 19 16 1 9 19 24 8 7 4 5 12
100.0 29.7 29.7 25.0 1.6 14.1 29.7 37.5 12.5 10.9 6.3 7.8 18.8

30 〜 99 人 55 17 11 20 9 6 24 15 8 6 8 12 11
100.0 30.9 20.0 36.4 16.4 10.9 43.6 27.3 14.5 10.9 14.5 21.8 20.0

100 〜 300 人 13 5 6 6 − 1 5 − 3 3 1 2 1
100.0 38.5 46.2 46.2 − 7.7 38.5 − 23.1 23.1 7.7 15.4 7.7

製

造

業

計 111 41 34 42 4 12 48 32 15 8 13 7 19
100.0 36.9 30.6 37.8 3.6 10.8 43.2 28.8 13.5 7.2 11.7 6.3 17.1

食 料 品 20 10 6 4 1 − 8 2 4 2 1 4 4
100.0 50.0 30.0 20.0 5.0 − 40.0 10.0 20.0 10.0 5.0 20.0 20.0

繊 維 工 業 13 4 6 7 − 1 7 2 2 1 3 − 1
100.0 30.8 46.2 53.8 − 7.7 53.8 15.4 15.4 7.7 23.1 − 7.7

木材・木製品 13 5 3 4 1 1 6 5 2 − 2 − 3
100.0 38.5 23.1 30.8 7.7 7.7 46.2 38.5 15.4 − 15.4 − 23.1

印刷・同関連 7 3 − 3 − 2 4 2 1 1 2 1 −
100.0 42.9 − 42.9 − 28.6 57.1 28.6 14.3 14.3 28.6 14.3 −

窯 業・ 土 石 5 − − 1 − 1 4 2 1 1 − 1 1
100.0 − − 20.0 − 20.0 80.0 40.0 20.0 20.0 − 20.0 20.0

化 学 工 業 2 1 − − − − − − 1 − − − −
100.0 50.0 − − − − − − 50.0 − − − −

金属、同製品 27 9 6 12 1 3 7 14 − 1 3 − 8
100.0 33.3 22.2 44.4 3.7 11.1 25.9 51.9 − 3.7 11.1 − 29.6

機 械 器 具 14 5 11 4 − 2 8 2 1 − − 1 2
100.0 35.7 78.6 28.6 − 14.3 57.1 14.3 7.1 − − 7.1 14.3

そ の 他 10 4 2 7 1 2 4 3 3 2 2 − −
100.0 40.0 20.0 70.0 10.0 20.0 40.0 30.0 30.0 20.0 20.0 − −

非

製

造

業

計 84 27 18 9 7 13 17 21 12 11 11 23 17
100.0 32.1 21.4 10.7 8.3 15.5 20.2 25.0 14.3 13.1 13.1 27.4 20.2

情 報 通 信 業 3 1 1 − − 1 1 1 − 1 − 1 −
100.0 33.3 33.3 − − 33.3 33.3 33.3 − 33.3 − 33.3 −

運 輸 業 4 2 − − − − 1 − 1 − 1 2 2
100.0 50.0 − − − − 25.0 − 25.0 − 25.0 50.0 50.0

建 設 業 22 1 6 5 4 1 8 3 2 4 4 4 4
100.0 4.5 27.3 22.7 18.2 4.5 36.4 13.6 9.1 18.2 18.2 18.2 18.2

総合工事業 15 − 4 5 3 − 5 2 1 4 2 3 3
100.0 − 26.7 33.3 20.0 − 33.3 13.3 6.7 26.7 13.3 20.0 20.0

職別工事業 5 − 1 − − 1 2 1 − − 1 1 1
100.0 − 20.0 − − 20.0 40.0 20.0 − − 20.0 20.0 20.0

設備工事業 2 1 1 − 1 − 1 − 1 − 1 − −
100.0 50.0 50.0 − 50.0 − 50.0 − 50.0 − 50.0 − −

卸・ 小 売 業 25 10 3 2 3 5 4 9 5 3 4 5 4
100.0 40.0 12.0 8.0 12.0 20.0 16.0 36.0 20.0 12.0 16.0 20.0 16.0

卸　売　業 13 6 1 1 2 3 3 5 1 2 3 3 −
100.0 46.2 7.7 7.7 15.4 23.1 23.1 38.5 7.7 15.4 23.1 23.1 −

小　売　業 12 4 2 1 1 2 1 4 4 1 1 2 4
100.0 33.3 16.7 8.3 8.3 16.7 8.3 33.3 33.3 8.3 8.3 16.7 33.3

サ ー ビ ス 業 30 13 8 2 − 6 3 8 4 3 2 11 7
100.0 43.3 26.7 6.7 − 20.0 10.0 26.7 13.3 10.0 6.7 36.7 23.3

＜経営上の強み＞
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２．従業員の労働時間

　⑴　週所定労働時間
　従業員の週所定労働時間は、徳島県全体で「40 時間」と回答した事業所が最も多く 45.9％（前年
50.0%）であった。次いで「38 時間超～ 40 時間未満」31.6％（前年 27.5%）、「38 時間以下」15.3%（前
年 12.6%）であった。今年度は「38 時間以下」「38 時間超～ 40 時間未満」の回答が増加したため、「40
時間」以下の事業所の割合が 92.8％（前年 90.1%）とやや増加した。

38時間以下 38時間超～40時間未満 40時間 40時間超～44時間以下
その他（令和５年度より追加）

0％

20％

40％

60％

80％

100％

６年度令和元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

29.9

51.1

9.7

31.0

8.0

51.3

10.1

30.3

3.2

56.4

12.3

29.4

6.4

51.9

7.2

11.8

27.5

50.0

0.5

12.6

9.3

31.6

45.9

0.6

15.3

6.6

＜週所定労働時間＞

全国

徳島県

製造業

非製造業

1～9人

10～29人

30～99人

100～300人

38時間以下

38時間超～
　40時間未満

40時間

40時間超～
　44時間以下

その他

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

15.3 31.6 45.9 6.6

17.5 26.1 46.8 8.7

16.2 36.9 40.5 6.4

1.2

1.6

14.1 24.7 52.9 7.1

23.4 34.4 34.4 7.8

13.8 33.8 46.2 4.6

9.3 27.8 53.6 9.3

7.7 23.1 69.2

0.9

0.6

＜徳島県の週所定労働時間の推移＞

★参考★

　法定労働時間とは？……労働基準法で定められている労働時間。１日８時間、１週間４０時間

が限度。（但し、１０人未満の商業、映画、演劇業、保健衛生業、接客・

娯楽業は１週間４４時間が限度。）

　所定労働時間とは？……企業が就業規則等で定めた労働時間の事。所定労働時間は、労働基準

法で定められた法定労働時間の範囲内で自由に決定することができる。
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　⑵　月平均残業時間
　従業員１人当たりの月平均残業時間については、徳島県では 9.96 時間（前年 9.81 時間）、全国平均
10.34 時間（前年 10.79 時間）であり、徳島県は前年よりやや増加した。規模別でみると、「10 時間未
満」と回答した事業者は「１～９人」の事業所で７割を超え、「10 ～ 29 人」の事業所では 5 割、「30
～ 99 人」の事業所では 5 割弱、「100 ～ 300 人」の事業所においては 2 割強にとどまった。
　過去 5 年間の推移でみると、平成 30 年度から増加傾向にあった、月平均残業時間「0 時間」との
回答が令和 4 年度のみ減少したが、昨年度に引き続き、今年度徳島県は 28.6％（全国 24.9％）とわず
かに増加した。

全国

徳島県

製造業

非製造業

1～9人

10～29人

30～99人

100～300人

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

0時間 10時間未満 10時間～20時間未満 20時間～30時間未満 30時間～50時間未満 50時間以上

24.9 30.9 23.5 12.5 7.2 1.0

27.3 28.2 22.7 11.8 9.1 0.9

30.2 23.3 26.7 10.5 9.3

51.6 21.9 12.5 10.93.1

7.825.0 25.0 29.7 12.5

23.1

12.7 32.7 30.9 7.314.6 1.8

30.8 15.430.7

28.6 26.0 24.5 11.2 9.2 0.5

0時間 10時間未満 10時間～20時間未満 20時間～30時間未満 30時間～50時間未満 50時間以上

0％

20％

40％

60％

80％

100％

５年度令和元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ６年度

28.6

24.6

14.7

19.6

11.2
1.3

33.2

22.7

10.5

23.6

8.2
1.8

31.3

33.5

9.9

17.2

7.3

28.7

29.6

9.7

21.3

9.3
1.4

26.8

33.7

8.4

21.6

7.9
1.6

28.6

26.0

11.2

24.5

9.2
0.50.9

＜月平均残業時間の推移＞

＜月平均残業時間＞
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　⑶　従業員 1 人当たりの年次有給休暇の平均付与・取得日数・取得率
　徳島県の年次有給休暇の平均付与日数は 15.72 日（全国 16.18 日）であり、これに対して、平均取
得日数は 9.54 日（全国 9.87 日）、平均取得率は 64.87％（全国 63.98％）という結果となった。

＜年次有給休暇の平均付与日数＞

10日未満 10～15日未満 15～20日未満 20～25日未満 25日以上

徳島県

全国

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

8.6 20.9 51.3 15.5 3.7

7.6 18.7 50.6 19.5 3.6

★参考★

　年次有給休暇とは？・・・労働基準法により、雇入れの日から起算して６ヶ月間継続勤務し、

全所定労働日の８割以上出勤した労働者（パートタイマー含む。）

に対し、１０日以上を付与することが定められている。但し、週所

定労働時間３０時間未満、かつ週所定労働日数が４日以下のパート

タイマーは、通常の労働者と比較して比例付与となる。　

・６ヶ月間継続勤務し、所定労働日数の８割以上出勤した場合の年休は次表のとおり。

勤続年数 ６ヶ月 １年６ヶ月 ２年６ヶ月 ３年６ヶ月 ４年６ヶ月 ５年６ヶ月 ６年６ヶ月
付与日数 10 日 11 日 12 日 14 日 16 日 18 日 20 日

＜年次有給休暇の取得日数＞

徳島県

全国

5日未満 5～10日未満 10～15日未満 15～20日未満 20日以上

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

2.7 42.8 41.7 11.2 1.6

4.6 39.1 41.6 11.9 2.8

＜年次有給休暇の平均取得率＞

徳島県

全国

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

10％未満 10～20％未満 20～30％未満 30～50％未満 50～70％未満 70～100％

7.0 12.8 39.6 38.5

17.45.5
0.8 1.4

34.5 40.4

1.60.5
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３．原材料費、人件費（賃金等）増加等に対する販売・受注価格への転嫁状況

　⑴　原材料、人件費等の増加による、販売・受注価格への転嫁状況
　最も多かった回答は「価格の引き上げ（転嫁）を実現した」で、徳島県 44.2％（前年 52.9％）、製
造業 50.5％（前年 61.9％）。次いで「価格引き上げの交渉中」が多く、徳島県 17.3％（前年 16.2％）、
製造業 19.8％（前年 18.1％ ) となった。
　非製造業においても「価格の引き上げ（転嫁）を実現した」との回答が最も多く、36.0％（前年
41.9％）。次いで「価格転嫁はしていない（価格変動の影響はない）」が 16.3％（前年 19.8％）となり、
昨年に引き続き全体的に価格転嫁が進んでいることが窺える。

　⑵　原材料、人件費、利益を含めた販売価格への転嫁内容（複数回答）
　転嫁の内容を調査した結果、最も多かった回答は「原材料分の転嫁を行った（行う予定）」で、徳
島県 67.6％（前年比 13.4％減）、全国 74.7％（前年比 2.7％減 )、製造業 78.8％（前年比 5.8％減）、非
製造業 49.0％（前年比 25.5％減）となった。次いで「人件費の引き上げ分の転嫁を行った（行う予定）」
が多く、徳島県 38.2％（前年比 14.3％増）、全国 40.3％（前年比 9.5％増）、製造業 35.3％（前年度
13.3％増）、非製造業 43.1％（前年比 15.6％増）となった。「利益確保分の転嫁を行った（行う予定）」
比は、徳島県 17.6％（前年比 2.8％増）・全国 26.4％（前年比 1.3％増）・製造業 14.1％（前年比 1.3％減）・
非製造業 23.5％（前年比 9.8％増）という結果となった。

価格の引上げ
（転嫁）を実現
した　　　　

価格引上げ
の交渉中　

これから価格
引上げの交渉
を行う　　　

価格を引き
下げた　　
（またはその予定）

価格転嫁はして
いない（価格変動
の影響はない）　

価格転嫁は
実現しなか
った　　　

対応未定 その他
0％

10％

20％

30％

40％

50％

60％

全国

徳島県

製造業

非製造業

50.550.5

17.417.4

36.036.0

44.244.2

19.819.8

14.014.0

8.18.1 8.68.6
6.36.3

8.78.7
11.211.2

7.27.2

16.316.3

5.05.0 6.16.1 5.45.4
7.07.0

8.88.8 8.68.6 7.27.2
10.510.5

1.61.6 2.52.5 1.81.8
3.43.4

11.611.6

0.50.5 1.51.5 1.81.8 1.21.2

49.949.9

17.317.3

＜転嫁状況＞
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　⑶　価格転嫁率（１年前の商品・サービスのコストと比較して、現在のコストが上昇している場合、
上昇分において何パーセント販売価格へ転嫁ができたか。）

　徳島県で最も多かったのは「10 ～ 30％未満」で 40.2％（前年 38.0％）、次いで「10％未満」が
37.9％（前年 51.0％）と続き、「30 ～ 50％未満」「50 ～ 70％未満」「70 ～ 100％未満」は共に 10％未
満（前年共に 3.0％）となった。また「100% 以上」との回答は、徳島県では 0％（全国 2.0％）、とい
う結果であった。

＜転嫁内容＞

原材料分の転嫁を行った
（行う予定）

人件費引上げ分の転嫁を行った
（行う予定）

利益確保分の転嫁を行った
（行う予定）

その他

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 90％80％70％60％

全国

徳島県

製造業

非製造業

74.774.7

40.340.3
38.238.2

35.335.3
43.143.1

26.426.4
17.617.6

14.114.1
23.523.5

1.61.6
2.22.2
3.53.5

67.667.6
78.878.8

49.049.0

0％

10％

20％

30％

40％

50％

60％

70％

全国

徳島県

製造業

非製造業

10％未満 10～30％未満 30～50％未満 50～70％未満 70～100％未満 100％以上

38.338.3 37.937.9 37.537.5 38.738.7 39.839.8 40.240.2
42.942.9

35.535.5

5.05.0 5.75.7 5.45.4 6.56.5 6.06.0 6.96.9 5.45.4
9.79.7 8.98.9 9.29.2 8.98.9 9.79.7

2.02.0

＜価格転嫁率＞
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　⑶　徳島県における新規学卒者（令和 6 年 3 月卒）の初任給は次表のような回答となっている。

４．新規学卒者の充足率、採用計画、初任給

　⑴　新規学卒者の充足率　
　令和 6 年 3 月卒の新規学卒者の採用計画および計画通り採用できた事業所の割合（採用充足率）を
みると、新規学卒者の「高校卒」29.6％（前年 57.8％）、「専門学校卒」35.5％（前年 83.3％）、「短大
卒（含高専）」25.0％（前年 85.7％）、「大学卒」53.8％（前年 78.9％）となった。

　⑵　新規学卒者の採用計画
　徳島県で最も多かったのは「採用計画なし」で 71.6％（前年 64.4％）、全国は 71.7％（前年 72.7％）
であった。次いで「採用計画をし、実際に採用した」が 16.2％（前年 23.0％）、全国は 15.1％（前年
15.4％）であった。

全国 徳島県

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 80％60％ 70％

採用計画をし、
実際に採用した

採用計画をしたが、
採用しなかった

採用計画なし

15.1
16.2

12.2
13.2

71.7

71.6

初　　任　　給
単純平均 （前年比） 加重平均 （前年比）

高 校 卒
技 術 系 179,544 104.7 178,340 104.1
事 務 系 166,563 103.3 165,373 101.8

専門学校卒
技 術 系 191,282 112.7 190,599 112.0
事 務 系 194,367 113.3 194,367 115.3

短 大 卒
（高専含）

技 術 系 181,500 91.3 181,500 92.9
事 務 系 − − − −

大 学 卒
技 術 系 206,839 102.6 218,628 104.5
事 務 系 184,288 98.3 181,231 98.2

参　考
前年度（単） 前年度（加）

171,425 171,171
161,204 162,351
169,644 170,045
171,500 168,500
198,650 195,220
159,500 159,500
201,467 209,202
187,447 184,550

★参考★

　単純平均とは？・・・個々の企業毎に実数を従業員数で除した値を求め、企業毎に算出された

値の和を企業総数で除した値のこと。

　加重平均とは？・・・個々の企業の従業員総数で除した値　

＜新規学卒者の初任給＞

＜新規学卒者　採用計画＞
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５．中途採用者の充足率、募集および採用結果、年齢層

　⑴　中途採用者の充足率
　令和 5 年度中途採用の募集を行い、令和 6 年 7 月 1 日現在までに採用できた事業所の割合（採用充
足率）は 76.1％（全国 78.7％）となった。

　⑵　中途採用者の募集および採用、年齢層
　中途採用者の募集および採用については、「採用募集をし、実際に採用した」が最も多く 47.2％（全
国 50.9％）、次いで「採用募集なし」が 39.1％（全国 37.2％）となった。
　中途採用者の年齢層については、「25 ～ 34 歳」が 25.5％と最も多く、僅差で「35 ～ 44 歳」が
25.2％、次に「45 ～ 55 歳」が 20.8％となった。

６．人材確保、育成、定着

　⑴　採用における望ましい雇用形態（複数回答）　
　最も多かった回答は「正社員（中途採用）」で 78.2％（全国 75.8％）、次いで「正社員（新規学卒者）」
60.4％（全国 51.1％）、「パートタイマー」22.3％（全国 24.9%）と続いた。

＜中途採用者の年齢層＞

全国 徳島県

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％

採用募集をし、
実際に採用した

採用募集をしたが、
採用しなかった

採用募集なし

50.9
47.2

13.7
11.9

37.2

39.1

＜中途採用者　採用計画＞

0％

5％

10％

15％

20％

25％

30％

25歳未満 25～34歳 35～44歳 45～55歳 56～59歳 60歳以上

25.5 25.2

20.8

4.7
7.4

16.4

− 15 −



　⑵　募集・採用ルート
　最も多かった回答は「ハローワークからの紹介」で 80.5％ ( 全国 74.5％ )、次いで「就職情報サイ
トへの掲載」39.5％ ( 全国 41.5％ )、「自社ＨＰへの掲載」35.3％ ( 全国 33.6%) と続いた。

＜望ましい雇用形態＞

＜募集・採用ルート＞

正社員
（新規学卒者）

正社員
（中途採用）

パートタイマー 派遣社員 嘱託・
契約社員

採用を考え
ていない　

その他
0％

10％

30％

60％

50％

40％

20％

70％

80％

90％
全国

徳島県

製造業

非製造業

51.151.1

60.460.4
57.757.7

64.064.0

75.875.8 78.278.2 80.280.2
75.675.6

24.924.9
22.322.3

25.225.2

18.618.6

3.53.5 2.52.5 4.54.5 6.96.9 5.15.1
1.81.8

9.39.3 9.89.8
7.17.1 7.27.2 7.07.0

1.11.1

就職情報サイトの求人情報の掲載

自社ＨＰへの掲載

就職情報誌や地元新聞への掲載

ハローワークからの紹介

地元高校や大学からの紹介

インターンシップの開催

会社説明会の開催・参加

合同企業説明会

人材サービス会社

縁故採用

その他

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％ 80％ 90％

全国

徳島県

製造業

非製造業

41.541.5
39.539.5
38.038.0
41.541.5

33.633.6
35.335.3

29.629.6
42.742.7

8.98.9
5.65.6

13.413.4

17.317.3
18.918.9

13.913.9
25.625.6

11.511.5
12.612.6

10.210.2
15.915.9

11.511.5
10.010.0
8.38.3
12.212.2

14.014.0
13.213.2
12.012.0
14.614.6

15.715.7
17.417.4
16.716.7
18.318.3

25.225.2
21.121.1

15.715.7

4.84.8
2.12.1
1.91.9
2.42.4

74.574.5
80.580.5

77.877.8
84.184.1

9.49.4

28.028.0
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　⑷　人材定着のために行う取組（複数回答）
　最も多かった回答は「若手社員の給与水準の引き上げ」で 56.0％（全国 49.0％）、次に「ワーク・
ライフ・バランスの充実」が 52.2％（全国 50.9％）、「資格取得支援」45.1％（全国 53.6％）と続いた。

　⑶　従業員に教育訓練を行う際に習得してほしいと考える能力
　最も多かった回答は「職階に応じた知識・技能」で 73.8％（全国 73.4％）、次に「資格の取得」が
56.0％（全国 66.8％）、「コミュニケーション能力」37.7％（全国 44.5％）と続いた。

＜人材定着のために行う取組＞

ワーク・ライフ・バランスの充実

若手社員の給与水準の引き上げ

職場コミュニケーション向上のための施策

資格取得支援

社外の教育研修機会への派遣

定期的な人事評価・面談の実施

従業員へのキャリアパスの提示

その他

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 60％ 70％

全国

徳島県

製造業

非製造業

49.049.0
56.056.0

59.659.6
51.351.3

50.950.9
52.252.2
53.853.8

50.050.0

36.536.5
38.638.6

26.926.9
53.853.8

53.653.6
45.145.1

36.536.5
56.356.3

21.121.1
21.721.7
23.123.1

20.020.0

28.828.8
25.525.5

22.522.5

3.63.6
4.34.3
4.84.8
3.83.8

2.92.9
2.22.2
1.91.9
2.52.5

27.927.9

＜習得してほしいと考える能力＞

職階に応じた
知識・技能

コミュニケー
ション能力

資格の取得 経理・財務 法律 語学力 その他アプリ・
システム開発、
プログラミング

新技術開発・
新商品開発
研究開発

0％

10％

30％

60％

50％

40％

20％

70％

80％

90％
全国

徳島県

製造業

非製造業

73.473.4 73.873.8 75.975.9
71.171.1

66.866.8

56.056.0
50.050.0

63.963.9

6.66.6 6.36.3 3.73.7
9.69.6

3.53.5
7.97.9 6.56.5

9.69.6 11.811.8

19.419.4

8.48.4
2.42.4 2.62.6 1.91.9 3.63.6

44.544.5

37.737.7
33.333.3

43.443.4

2.82.8 2.12.1 1.91.9 2.42.41.11.1 2.12.1
3.73.7

14.714.7
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　⑸　直近 3 年度における新卒及び中途採用者の定着状況
　直近 3 年度における新卒及び中途採用者の離職率は、30.7％（全国 33.1％）、製造業が 33.8％、非
製造業が 27.1％となった。離職率は非製造業より製造業がやや高いという結果となった。

７．賃金改定状況　

　⑴　賃金改定の実施状況
　令和 6 年 1 月 1 日から調査時点（ 7 月 1 日）までの賃金改定状況は、「引き上げた」59.4％（前年
60.2％・全国 60.6％）、「 7 月以降引き上げる予定」14.2％（前年 14.7％・全国 12.6％）をあわせて
73.6％（前年 74.9％・全国 73.2％）となった。また、徳島県の 100 人～ 300 人規模の事業所において
は 100％が引き上げたと回答した。今年も 10 月 1 日に最低賃金が 980 円に引き上げられる事が決定
した事を受け、昨年に引き続き「引き上げた」或いは「引き上げる予定」と回答した事業所が 7 割を
超える結果となった。
　一方、徳島県において「引き下げた」と回答した事業所はなく（前年 0.0％・全国 0.4％）、「7 月以
降引き下げる予定」の事業所もなかった（前年 0.5％・全国 0.5％）。

＜直近３年度における新卒及び中途採用者の離職率＞

＜賃金改定の実施状況＞

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％
引き上げた　　引き下げた　　今年は実施しない（凍結）　　７月以降に引き上げる予定　　７月以降に引き下げる予定　　未定

全国

徳島県

製造業

非製造業

1～9人

10～29人

30～99人

100～300人

60.660.6

59.459.4 5.15.1 14.214.2 21.321.3

62.262.2 2.72.7 18.918.9 16.216.2

55.855.8 8.18.1 8.18.1 27.927.9

35.935.9 12.512.5 12.512.5 39.139.1

53.853.8 20.020.0 23.123.13.13.1

83.683.6 12.712.7 3.63.6

100.0100.0

10.410.4 12.612.6 15.615.6
0.40.4 0.50.5

0％ 10％ 20％ 40％30％

全国 徳島県 製造業 非製造業

直近３年度における
新卒及び中途採用者

の離職率

33.1

30.7

33.8

27.1
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　⑵　賃金改定の内容（複数回答）
　⑴において、賃金の引き上げを実施或いは７月以降の引き上げを実施予定としている中小企業に対
して、賃金の改定内容について調査したところ、最も回答が多かったのは「定期昇給」60.0％（前年
55.1％・全国 54.1％）、次いで、「基本給の引き上げ（定期昇給制度のない事業所）」が 31.7％（前年
35.3％・全国 34.9％）、「ベースアップ」が 28.3％（前年 22.8％・全国 31.2％）という結果であった。

★参考★

　定期昇給とは？…………毎年一定の時期に制度として基本給が引き上げられること。

　ベースアップとは？……賃金表の改定など従業員全体の平均賃金水準を引き上げることによる

賃金上昇のこと。賃金の上昇率には個人業績などによる格差がない。

　⑶　賃金改定の決定要素（複数回答）
　⑴において、賃金の引き上げを実施或いは７月以降の引き上げを実施予定としている中小企業で、
賃金改定の際に決定要素として重視した事について回答を求めたところ、最も多かったのが「労働力
の確保・定着」の 61.1％（前年 61.8％・全国 64.0％）、続いて「企業の業績」48.6％（前年 55.1％・全
国 52.6％）、「物価の動向」が 44.4％（前年 48.5％・全国 48.4％）という結果となった。

＜賃金改定の内容＞

定期昇給

ベースアップ

基本給の引き上げ
（定期昇給制度のない事業所）

臨時給与（夏季・年末賞与など）
の引き上げ

諸手当の改定

0％ 10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 70％60％

全国

徳島県

製造業

非製造業

54.154.1
60.060.0
60.060.0
60.060.0

31.231.2
28.328.3
28.928.9
27.327.3

34.934.9
31.731.7

28.928.9
36.436.4

16.516.5
7.67.6

3.33.3
14.514.5

14.014.0
6.96.9
7.87.8

5.55.5
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　また、徳島県内において７月までに賃金改定を行った事業所の賃上げ状況は、全産業で労働者
１人当たりの単純平均額は 9,642 円（平均昇給率 3.99％）、加重平均は 9,910 円（平均昇給率 3.81％）
となっている。
　都道府県別の平均昇給額及び昇給率は次頁の結果となった。

＜賃金改定の決定要素＞

企業の業績

世間相場

労働力の確保・定着

物価の動向

労使関係の安定

親会社又は関連会社の改定の動向

前年度の改定実績

賃上げムード

燃料費の動向

重視した要素はない

その他

0％

全国

徳島県

製造業

非製造業

10％ 20％ 30％ 40％ 50％ 80％70％60％

52.652.6
48.648.6

44.944.9
54.554.5

36.636.6
37.537.5
39.339.3

34.534.5

64.064.0
61.161.1
59.659.6
63.663.6

48.448.4
44.444.4
47.247.2

40.040.0

17.817.8
16.716.7

20.220.2
10.910.9

3.83.8
4.24.2
6.76.7

11.811.8
16.716.7

12.412.4
23.623.6

24.724.7
18.818.8
20.220.2

16.416.4

5.15.1
2.82.8
4.54.5

1.41.4
2.82.8
3.43.4

1.81.8

2.12.1
4.24.2
4.54.5
3.６3.６
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＜都道府県別平均昇給額・昇給率（単純平均・加重平均）＞

都
道
府
県
別

単　　純　　平　　均 加　　重　　平　　均
事
業
所
数

賃

金

改
定
前
の

賃

金

改
定
後
の

昇
給
額

昇
給
率

格

差

対
象
者
数

賃

金

改
定
前
の

賃

金

改
定
後
の

昇
給
額

昇
給
率

格

差
全 国 9588 258665 268619 9954 3.85 100.0 270741 261899 271699 9800 3.74 100.0
北 海 道 493 265588 276496 10908 4.11 109.6 12799 268192 278800 10608 3.96 108.2
青 森 県 383 234104 243612 9508 4.06 95.5 8997 234512 243001 8489 3.62 86.6
岩 手 県 240 227636 235967 8331 3.66 83.7 6345 234575 243175 8600 3.67 87.8
宮 城 県 178 254354 263193 8839 3.48 88.8 4447 258827 266783 7956 3.07 81.2
秋 田 県 191 227805 236245 8440 3.70 84.8 6466 231722 239989 8267 3.57 84.4
山 形 県 174 229584 238667 9083 3.96 91.2 5523 240643 249153 8510 3.54 86.8
福 島 県 244 241340 248984 7644 3.17 76.8 5941 250227 258427 8200 3.28 83.7
茨 城 県 218 266872 277298 10426 3.91 104.7 5110 264031 273235 9204 3.49 93.9
栃 木 県 26 247936 255202 7266 2.93 73.0 781 256717 264009 7292 2.84 74.4
群 馬 県 243 268471 277579 9108 3.39 91.5 8062 267574 276706 9132 3.41 93.2
埼 玉 県 148 296067 309963 13896 4.69 139.6 3470 296166 308935 12769 4.31 130.3
千 葉 県 172 285908 296783 10875 3.80 109.3 5167 288562 298260 9698 3.36 99.0
東 京 都 218 302284 313440 11156 3.69 112.1 6365 299150 311030 11880 3.97 121.2
神奈川県 327 293712 304638 10926 3.72 109.8 9182 294085 305599 11514 3.92 117.5
新 潟 県 287 247759 256758 8999 3.63 90.4 8907 259586 268135 8549 3.29 87.2
長 野 県 382 257895 266403 8508 3.30 85.5 11747 257511 266011 8500 3.30 86.7
山 梨 県 119 268633 279394 10761 4.01 108.1 2987 274581 285547 10966 3.99 111.9
静 岡 県 25 266655 276955 10300 3.86 103.5 1034 274993 285639 10646 3.87 108.6
愛 知 県 458 278390 288499 10109 3.63 101.6 13829 279669 290490 10821 3.87 110.4
岐 阜 県 194 270145 280134 9989 3.70 100.4 5849 283224 292929 9705 3.43 99.0
三 重 県 217 274078 284525 10447 3.81 105.0 5441 274049 283799 9750 3.56 99.5
富 山 県 160 256899 265517 8618 3.35 86.6 6178 258019 266959 8940 3.46 91.2
石 川 県 204 259288 269136 9848 3.80 98.9 7902 258415 269318 10903 4.22 111.3
福 井 県 146 267999 278202 10203 3.81 102.5 4398 267807 278852 11045 4.12 112.7
滋 賀 県 138 277186 288269 11083 4.00 111.3 3310 286752 297165 10413 3.63 106.3
京 都 府 178 267418 277064 9646 3.61 96.9 3361 266010 274099 8089 3.04 82.5
奈 良 県 123 267048 277888 10840 4.06 108.9 4029 265451 275883 10432 3.93 106.4
大 阪 府 191 296939 308168 11229 3.78 112.8 6547 286615 298065 11450 3.99 116.8
兵 庫 県 229 275758 285292 9534 3.46 95.8 8685 266766 275381 8615 3.23 87.9
和歌山県 165 273132 282980 9848 3.61 98.9 3530 274230 284802 10572 3.86 107.9
鳥 取 県 178 235615 243485 7870 3.34 79.1 5751 234714 243108 8394 3.58 85.7
島 根 県 157 245425 255557 10132 4.13 101.8 4418 256075 265571 9496 3.71 96.9
岡 山 県 159 259614 269407 9793 3.77 98.4 5758 265176 275613 10437 3.94 106.5
広 島 県 297 265745 275472 9727 3.66 97.7 9899 265051 274854 9803 3.70 100.0
山 口 県 161 255288 263710 8422 3.30 84.6 3977 263383 271573 8190 3.11 83.6
徳 島 県 123 241404 251046 9642 3.99 96.9 4177 260327 270237 9910 3.81 101.1
香 川 県 110 258448 268724 10276 3.98 103.2 3221 259271 269592 10321 3.98 105.3
愛 媛 県 219 243950 253788 9838 4.03 98.8 5714 253715 264595 10880 4.29 111.0
高 知 県 169 237272 247336 10064 4.24 101.1 3715 251057 261191 10134 4.04 103.4
福 岡 県 240 259571 270772 11201 4.32 112.5 5596 254865 265661 10796 4.24 110.2
佐 賀 県 192 229694 240264 10570 4.60 106.2 5341 240320 250753 10433 4.34 106.5
長 崎 県 163 239758 250090 10332 4.31 103.8 3937 240433 251476 11043 4.59 112.7
熊 本 県 239 239179 249491 10312 4.31 103.6 6310 247063 256485 9422 3.81 96.1
大 分 県 134 241704 251457 9753 4.04 98.0 3145 240532 249654 9122 3.79 93.1
宮 崎 県 178 249968 260600 10632 4.25 106.8 3655 250019 259834 9815 3.93 100.2
鹿児島県 235 246264 257234 10970 4.45 110.2 5502 245487 255731 10244 4.17 104.5
沖 縄 県 163 228313 240329 12016 5.26 120.7 4236 239800 250533 10733 4.48 109.5
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(都道府県コード )  (事業所コード )  (地域コード )  
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
                                            令和６年６月  

 （左欄は記入しないでください。）  

令令和和６６年年度度  中中小小企企業業労労働働事事情情実実態態調調査査ごご協協力力ののおお願願いい  

 中小企業団体中央会では、中小企業における労働事情を的確に把握し、適正な労働対策を推進することを目的に、 
本年度も全国一斉に標記調査を実施することとなりました。  
 つきましては、ご繁忙の折誠に恐縮ですが、趣旨をご理解いただき、調査へのご協力をよろしくお願い申し上げます。 

令令和和６６年年度度  中中小小企企業業労労働働事事情情実実態態調調査査票票  

調調査査時時点点：：令令和和６６年年７７月月１１日日  調調査査締締切切：：令令和和６６年年７７月月１１６６日日  

貴貴事事業業所所全全体体のの概概要要ににつついいてておお答答ええくくだだささいい。。  

貴事業所の名称   記入担当者名   

所  在  地  
（〒  -    ）  
 

電話番号            －     －  

FAX 番号            －     －  
 業     種  

（最最もも売売上上高高のの
多多いい事事業業のの業業種種
のの 番番 号号 を 右 の
１．～19．の中か
ら１１つつだだけけ下下のの
太太枠枠内内ににご記入
ください） 

 
１．食料品、飲料・たばこ・飼料製造業  
２．繊維工業  
３．木材・木製品、家具・装備品製造業  
４．印刷・同関連業  
５．窯業・土石製品製造業  
６．化学工業、石油・石炭製品、ゴム製品製造業  
７．鉄鋼業、非鉄金属、金属製品製造業  
８．生産用・業務用・電気・情報通信・輸送用機械器具製造業  
９．パルプ・紙・紙加工品、プラスチック製品、なめし革・同製品・ 

毛皮、その他の製造業  
10．情報通信業  

   通信業、放送業、情報サービス業、インターネット  
   付随サービス業、映像・音声・文字情報制作業  
11．運輸業 
12．総合工事業  
13．職別工事業（設備工事業を除く）  
14．設備工事業  

 
15．卸売業  
16．小売業  
17．対事業所サ－ビス業    
  
 
  
 
  
 
18．対個人サービス業 
 
 
 
 
 
 
 
 
19．その他 

（具体的に：         ）    

設設問問１１））現現在在のの従従業業員員数数ににつついいてておお答答ええくくだだささいい。。  
①①  令令和和６６年年７７月月１１日日現現在在のの雇雇用用形形態態別別のの従従業業員員数数（（役役員員をを除除くく））をを男男女女別別にに枠枠内内ににごご記記入入くくだだささいい。。ままたた、、従従業業員員のの

ううちち常常用用労労働働者者数数ををごご記記入入くくだだささいい。。「「前前年年比比」」のの欄欄はは、、昨昨年年とと比比べべてて「「増増加加ししたた＝＝増増」」「「変変わわららなないい＝＝不不変変」」「「減減
少少ししたた＝＝減減」」ののいいずずれれかかにに〇〇をを付付けけててくくだだささいい。。   

 正 社 員  パートタイマー 派  遣  嘱託・契約社員 その他  合 計   
 

 常用労働者数 
（派遣を除く） 

男 性  人  人  人  人  人  人  男 性           人  

前年比 増・不変・減  増・不変・減  増・不変・減  増・不変・減  増・不変・減  増・不変・減  前年比 増・不変・減  

女 性  人  人  人  人  人  人  女 性           人  

前年比 増・不変・減  増・不変・減  増・不変・減  増・不変・減  増・不変・減  増・不変・減  前年比 増・不変・減  
  
〔〔注注〕〕((11))「「パパーートトタタイイママーー」」ととはは、、１１日日のの所所定定労労働働時時間間がが貴貴事事業業所所のの一一般般労労働働者者よよりり短短いい者者、、ままたたはは１１日日のの所所定定労労働働時時間間はは同同じじ  
          ででもも１１週週のの所所定定労労働働日日数数がが少少なないい者者でですす。。  
      ((22))「「派派遣遣」」ととはは、、労労働働者者派派遣遣契契約約にに基基づづきき、、他他社社((派派遣遣元元))かからら貴貴事事業業所所にに派派遣遣さされれてていいるる者者。。常常用用労労働働者者ににはは含含みみまませせんん。。  
      ((33))「「常常用用労労働働者者」」ととはは、、貴貴事事業業所所がが直直接接雇雇用用すするる従従業業員員ののううちち、、次次ののいいずずれれかかにに該該当当すするる者者でですす。。ななおお、、パパーートトタタイイママーー  
          ででああっっててもも、、下下記記のの①①②②にに該該当当すするる場場合合はは常常用用労労働働者者にに含含みみまますす。。  
          ①①  期期間間をを決決めめずずにに雇雇わわれれてていいるる者者、、ままたたはは１１ヵヵ月月をを超超ええるる期期間間をを決決めめてて雇雇わわれれてていいるる者者  
          ②②  日日々々ままたたはは１１ヵヵ月月以以内内のの期期限限をを限限りり雇雇わわれれてていいるる者者ののううちち、、５５月月、、６６月月ににそそれれぞぞれれ１１８８日日以以上上雇雇わわれれたた者者  
          ③③  事事業業主主のの家家族族でで、、貴貴事事業業所所ににてて働働いいてていいるる者者ののううちち、、常常時時勤勤務務ししてて毎毎月月給給与与がが支支払払わわれれてていいるる者者  
      ((44))「「そそのの他他」」ににははアアルルババイイトト等等、、記記載載のの雇雇用用形形態態のの項項目目にに当当ててははままららなないい他他のの形形態態のの人人数数をを記記入入ししててくくだだささいい。。  

 記入についてのお願い   

◇秘密の厳守   調査票にご記入くださいました事項については、企業と個人の情報の秘密を厳守し、統計以外
の目的に用いることはいたしませんので、ありのままをご記入ください。また、記入担当者名
などの個人情報につきましては、本調査に係る問合せ以外には使用いたしません。  

◇ご記入方法   質問ごとの指示により該当欄に数字等をご記入いただくか、該当する項目の番号に〇をつけて
ください（７７月月１１日日現現在在でご記入ください）。  

◇お問合せ先   調査票のご記入に当たっての不明な点など、調査に関しますお問合せ先は、下記までお願いい
たします。調査票は７７月月１１６６日日ままででにご返送ください。  

 

 

 

 

 
 

㊙ 

（
う
ち
常
用
労
働
者
）

（
う
ち
常
用
労
働
者
） 

物品賃貸業、専門サービス業、広告業、 
技術サービス業、廃棄物処理業､ 
職業紹介･労働者派遣業､ 
その他の事業サービス業等 

宿泊業、飲食店、持ち帰り・配達飲食サービス業、 
洗濯・理容・美容・浴場業、  
その他の生活関連サービス業、 
社会保険・社会福祉・介護事業、  
自動車整備業、機械等修理業  
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設設問問２２））経経営営ににつついいてておお答答ええくくだだささいい。。  
  ①①  現現在在のの経経営営状状況況はは１１年年前前とと比比べべてていいかかががでですすかか。。（（１１つつだだけけにに〇〇））  
  
  

②②  現現在在行行っってていいるる主主要要なな事事業業ににつついいてて、、今今後後どどののよよううににししてていいくくおお考考ええでですすかか。。（（１１つつだだけけにに〇〇））  
 
 

③③  現現在在、、経経営営上上どどののよよううななここととがが障障害害ととななっってていいまますすかか。。（（３３つつ以以内内をを下下掲掲「「      」」欄欄にに選選択択肢肢のの番番号号でで記記入入））  
  
 
 
  
  
    
  
    

④④  経経営営上上のの強強みみははどどののよよううななととこころろににあありりまますすかか。。（（３３つつ以以内内をを下下掲掲「「      」」欄欄にに選選択択肢肢のの番番号号でで記記入入））  
 
 
 
 
  
  
  
  
  

設設問問３３））１１年年前前とと比比較較ししたた原原材材料料費費、、人人件件費費（（賃賃金金等等））アアッッププ等等にに対対すするる販販売売価価格格へへのの転転嫁嫁のの状状況況

ををおお答答ええくくだだささいい。。  
①①  原原材材料料費費、、人人件件費費等等のの増増加加にによよるる最最もも売売上上高高のの多多いい事事業業のの業業種種のの販販売売・・受受注注価価格格へへのの転転嫁嫁状状況況ををおお答答ええくくだだささ  

いい。。（（１１つつだだけけにに〇〇））  

  

  

  
 
 

★★①①でで１１．．にに〇〇ををししたた事事業業所所はは②②・・③③のの質質問問にに、、２２．．とと３３．．にに〇〇ををししたた事事業業所所はは②②のの質質問問ににおお答答ええくくだだささいい。。  
  

②②  原原材材料料費費、、人人件件費費、、利利益益をを含含めめたた販販売売価価格格へへのの転転嫁嫁のの内内容容ををおお答答ええくくだだささいい。。（（該該当当すするるすすべべててにに〇〇）） 

 

  
  

③③  価価格格転転嫁嫁率率はは何何パパーーセセンントトでですすかか。。（（１１つつだだけけにに〇〇））  

１．～１０％以下   ２．１０～３０％以下 ３．３０～５０％以上   

４．５０～９０％以下 ５．９０～１８０％  ６． 
    
〔〔注注〕〕((11))価価格格転転嫁嫁率率はは、、１１年年前前((令令和和５５年年度度７７月月１１日日時時点点))のの商商品品・・ササーービビススののココスストトとと比比較較ししてて、、現現在在((令令和和６６年年度度７７月月１１日日時時点点))  
          上上昇昇ししたたココスストト分分のの何何パパーーセセンントトをを販販売売価価格格へへ転転嫁嫁すするるここととががででききたたかかのの割割合合。。  
            例例））ココスストトがが 110000 円円上上昇昇しし、、3366..66 円円をを販販売売価価格格にに転転嫁嫁ささせせたた場場合合→→価価格格転転嫁嫁率率 3366..66％％  

  

設設問問４４））従従業業員員のの労労働働時時間間ににつついいてておお答答ええくくだだささいい。。  
①①  従従業業員員（（パパーートトタタイイママーーななどど短短時時間間労労働働者者をを除除くく））のの週週所所定定労労働働時時間間はは何何時時間間でですすかか（（残残業業時時間間、、休休憩憩時時間間はは除除くく））。。  

職職種種やや部部門門にによよっってて異異ななるる場場合合はは、、最最もも多多くくのの従従業業員員にに適適用用さされれてていいるる時時間間ををおお答答ええくくだだささいい。。（（１１つつだだけけにに〇〇））  
     
〔〔注注〕〕((11))所所定定労労働働時時間間はは、、就就業業規規則則等等にに定定めめらられれたた始始業業時時刻刻かからら終終業業時時刻刻ままででのの時時間間かからら休休憩憩時時間間をを差差しし引引いいたた時時間間でですす。。  
      ((22))現現在在、、労労働働基基準準法法でで 4400 時時間間超超 4444 時時間間以以下下がが認認めめらられれてていいるるののはは、、1100 人人未未満満のの商商業業･･ササーービビスス業業等等のの特特例例事事業業所所ののみみでですす。。  
 

②②  令令和和５５年年のの従従業業員員１１人人当当たたりりのの月月平平均均残残業業時時間間（（時時間間外外労労働働・・休休日日労労働働））ををごご記記入入くくだだささいい。。  
 

      従業員 1 人当たり 月月平平均均残残業業時時間間  １．          時間          ２．な し  
  

〔〔注注〕〕((11))固固定定残残業業をを取取りり入入れれてていいるる場場合合はは、、固固定定残残業業時時間間内内のの平平均均をを記記入入くくだだささいい。。  
      ((22))時時間間外外労労働働（（休休日日労労働働はは含含ままずず））のの上上限限はは、、原原則則ととししてて月月 4455 時時間間ととななりりまますす。。  

 

設設問問５５））従従業業員員のの有有給給休休暇暇ににつついいてておお答答ええくくだだささいい。。  
  ①①  令令和和５５年年のの従従業業員員１１人人当当たたりりのの年年次次有有給給休休暇暇のの平平均均付付与与日日数数・・取取得得日日数数ををごご記記入入くくだだささいい。。  ※※小小数数点点以以下下四四捨捨五五入入。。  
  
〔〔注注〕〕((11))付付与与日日数数はは前前年年かかららのの繰繰越越分分をを除除きき、、当当年年にに取取得得可可能能ととししてて付付与与ししたた日日数数をを指指ししまますす。。    
 
   従業員１人当たり 平平均均付付与与日日数数                日日  従業員１人当たり 平平均均取取得得日日数数              日日  

１．良 い             ２．変わらない           ３．悪 い   

 

１．強化拡大   ２．現状維持   ３．縮 小   ４．廃 止   ５．その他（        ） 

１．労働力不足（量の不足） ２．人材不足（質の不足） ３．労働力の過剰  
４．人件費の増大 ５．販売不振・受注の減少 ６．製品開発力・販売力の不足  
７．同業他社との競争激化 ８．光熱費・原材料・仕入品の高騰 ９．製品価格（販売価格）の下落  
10．納期・単価等の取引条件の厳しさ 11．金融・資金繰り難 12．環境規制の強化 

 

 

 

 

 

１．38 時間以下 ２．38 時間超 40 時間未満 ３．40 時間 ４．40 時間超 44 時間以下  ５．その他（   ） 

※小数点以下四捨五入  

３つ以内で該当する選択肢の番号を記入   

１．価格引上げ（転嫁）を実現した     ２．価格引上げの交渉中   ３．これから価格引上げの交渉を行う 

４．価格を引き下げた（またはその予定） ５．価格転嫁はしていない（価格変動の影響はない） 

６．価格転嫁は実現しなかった      ７．対応未定        ８．その他（           ） 

１．原材料費分の転嫁を行った（行う予定）       ２．人件費引上げ分の転嫁を行った（行う予定） 

３．利益確保分の転嫁を行った（行う予定）      ４．その他（               ） 

１．１０％未満      ２．１０～３０％未満    ３．３０～５０％未満 

４．５０～７０％未満    ５．７０～１００％未満   ６．１００％以上 

 

１．製品・サービスの独自性 ２．技術力・製品開発力 ３．生産技術・生産管理能力  
４．営業力・マーケティング力 ５．製品・サービスの企画力・提案力 ６．製品の品質・精度の高さ  
７．顧客への納品・サービスの速さ ８．企業・製品のブランド力 ９．財務体質の強さ・資金調達力  
10．優秀な仕入先・外注先     11．商品・サービスの質の高さ 12．組織の機動力・柔軟性  
 

 

 

 

 

３つ以内で該当する選択肢の番号を記入   
徳島県中小企業団体中央会　総務課　
〒 770-8550　徳島県徳島市南末広町５番地８－８号
 徳島経済産業会館３階
電話 088-654-4431　FAX 088-625-7059

33 66

− 25 −
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設設問問２２））経経営営ににつついいてておお答答ええくくだだささいい。。  
  ①①  現現在在のの経経営営状状況況はは１１年年前前とと比比べべてていいかかががでですすかか。。（（１１つつだだけけにに〇〇））  
  
  

②②  現現在在行行っってていいるる主主要要なな事事業業ににつついいてて、、今今後後どどののよよううににししてていいくくおお考考ええでですすかか。。（（１１つつだだけけにに〇〇））  
 
 

③③  現現在在、、経経営営上上どどののよよううななここととがが障障害害ととななっってていいまますすかか。。（（３３つつ以以内内をを下下掲掲「「      」」欄欄にに選選択択肢肢のの番番号号でで記記入入））  
  
 
 
  
  
    
  
    

④④  経経営営上上のの強強みみははどどののよよううななととこころろににあありりまますすかか。。（（３３つつ以以内内をを下下掲掲「「      」」欄欄にに選選択択肢肢のの番番号号でで記記入入））  
 
 
 
 
  
  
  
  
  

設設問問３３））１１年年前前とと比比較較ししたた原原材材料料費費、、人人件件費費（（賃賃金金等等））アアッッププ等等にに対対すするる販販売売価価格格へへのの転転嫁嫁のの状状況況

ををおお答答ええくくだだささいい。。  
①①  原原材材料料費費、、人人件件費費等等のの増増加加にによよるる最最もも売売上上高高のの多多いい事事業業のの業業種種のの販販売売・・受受注注価価格格へへのの転転嫁嫁状状況況ををおお答答ええくくだだささ  

いい。。（（１１つつだだけけにに〇〇））  

  

  

  
 
 

★★①①でで１１．．にに〇〇ををししたた事事業業所所はは②②・・③③のの質質問問にに、、２２．．とと３３．．にに〇〇ををししたた事事業業所所はは②②のの質質問問ににおお答答ええくくだだささいい。。  
  

②②  原原材材料料費費、、人人件件費費、、利利益益をを含含めめたた販販売売価価格格へへのの転転嫁嫁のの内内容容ををおお答答ええくくだだささいい。。（（該該当当すするるすすべべててにに〇〇）） 

 

  
  

③③  価価格格転転嫁嫁率率はは何何パパーーセセンントトでですすかか。。（（１１つつだだけけにに〇〇））  

１．～１０％以下   ２．１０～３０％以下 ３．３０～５０％以上   

４．５０～９０％以下 ５．９０～１８０％  ６． 
    
〔〔注注〕〕((11))価価格格転転嫁嫁率率はは、、１１年年前前((令令和和５５年年度度７７月月１１日日時時点点))のの商商品品・・ササーービビススののココスストトとと比比較較ししてて、、現現在在((令令和和６６年年度度７７月月１１日日時時点点))  
          上上昇昇ししたたココスストト分分のの何何パパーーセセンントトをを販販売売価価格格へへ転転嫁嫁すするるここととががででききたたかかのの割割合合。。  
            例例））ココスストトがが 110000 円円上上昇昇しし、、3366..66 円円をを販販売売価価格格にに転転嫁嫁ささせせたた場場合合→→価価格格転転嫁嫁率率 3366..66％％  

  

設設問問４４））従従業業員員のの労労働働時時間間ににつついいてておお答答ええくくだだささいい。。  
①①  従従業業員員（（パパーートトタタイイママーーななどど短短時時間間労労働働者者をを除除くく））のの週週所所定定労労働働時時間間はは何何時時間間でですすかか（（残残業業時時間間、、休休憩憩時時間間はは除除くく））。。  

職職種種やや部部門門にによよっってて異異ななるる場場合合はは、、最最もも多多くくのの従従業業員員にに適適用用さされれてていいるる時時間間ををおお答答ええくくだだささいい。。（（１１つつだだけけにに〇〇））  
     
〔〔注注〕〕((11))所所定定労労働働時時間間はは、、就就業業規規則則等等にに定定めめらられれたた始始業業時時刻刻かからら終終業業時時刻刻ままででのの時時間間かからら休休憩憩時時間間をを差差しし引引いいたた時時間間でですす。。  
      ((22))現現在在、、労労働働基基準準法法でで 4400 時時間間超超 4444 時時間間以以下下がが認認めめらられれてていいるるののはは、、1100 人人未未満満のの商商業業･･ササーービビスス業業等等のの特特例例事事業業所所ののみみでですす。。  
 

②②  令令和和５５年年のの従従業業員員１１人人当当たたりりのの月月平平均均残残業業時時間間（（時時間間外外労労働働・・休休日日労労働働））ををごご記記入入くくだだささいい。。  
 

      従業員 1 人当たり 月月平平均均残残業業時時間間  １．          時間          ２．な し  
  

〔〔注注〕〕((11))固固定定残残業業をを取取りり入入れれてていいるる場場合合はは、、固固定定残残業業時時間間内内のの平平均均をを記記入入ししててくくだだささいい。。  
      ((22))時時間間外外労労働働（（休休日日労労働働はは含含ままずず））のの上上限限はは、、原原則則ととししてて月月 4455 時時間間ととななりりまますす。。  

 

設設問問５５））従従業業員員のの有有給給休休暇暇ににつついいてておお答答ええくくだだささいい。。  
  ①①  令令和和５５年年のの従従業業員員１１人人当当たたりりのの年年次次有有給給休休暇暇のの平平均均付付与与日日数数・・取取得得日日数数ををごご記記入入くくだだささいい。。  ※※小小数数点点以以下下四四捨捨五五入入。。  
    

   従業員１人当たり 平平均均付付与与日日数数                日日  従業員１人当たり 平平均均取取得得日日数数              日日  

〔〔注注〕〕((11))付付与与日日数数はは前前年年かかららのの繰繰越越分分をを除除きき、、当当年年にに取取得得可可能能ととししてて付付与与ししたた日日数数をを指指ししまますす。。  

１．良 い             ２．変わらない           ３．悪 い   

１．強化拡大   ２．現状維持   ３．縮 小   ４．廃 止   ５．その他（        ） 

１．労働力不足（量の不足） ２．人材不足（質の不足） ３．労働力の過剰  
４．人件費の増大 ５．販売不振・受注の減少 ６．製品開発力・販売力の不足  
７．同業他社との競争激化 ８．光熱費・原材料・仕入品の高騰 ９．製品価格（販売価格）の下落  
10．納期・単価等の取引条件の厳しさ 11．金融・資金繰り難 12．環境規制の強化 

 

 

 

１．38 時間以下 ２．38 時間超 40 時間未満 ３．40 時間 ４．40 時間超 44 時間以下  ５．その他（   ） 

※小数点以下四捨五入  

３つ以内で該当する選択肢の番号を記入 

１．価格引上げ（転嫁）を実現した     ２．価格引上げの交渉中   ３．これから価格引上げの交渉を行う 

４．価格を引き下げた（またはその予定） ５．価格転嫁はしていない（価格変動の影響はない） 

６．価格転嫁は実現しなかった      ７．対応未定        ８．その他（           ） 

１．原材料費分の転嫁を行った（行う予定）       ２．人件費引上げ分の転嫁を行った（行う予定） 

３．利益確保分の転嫁を行った（行う予定）      ４．その他（               ） 

１．１０％未満 ２．１０～３０％未満 ３．３０～５０％未満 

４．５０～７０％未満 ５．７０～１００％未満 ６．１００％以上 

１．製品・サービスの独自性 ２．技術力・製品開発力 ３．生産技術・生産管理能力  
４．営業力・マーケティング力 ５．製品・サービスの企画力・提案力 ６．製品の品質・精度の高さ  
７．顧客への納品・サービスの速さ ８．企業・製品のブランド力 ９．財務体質の強さ・資金調達力  
10．優秀な仕入先・外注先     11．商品・サービスの質の高さ 12．組織の機動力・柔軟性  
 

 

 

３つ以内で該当する選択肢の番号を記入 
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設設問問６６））新新規規学学卒卒者者のの採採用用ににつついいてておお答答ええくくだだささいい。。  
①①  令令和和６６年年３３月月新新規規学学卒卒者者のの採採用用計計画画をを行行いいままししたたかか。。（（１１つつだだけけにに〇〇））  

    

★★①①でで１１．．とと２２．．にに〇〇ををししたた事事業業所所はは②②のの質質問問ににおお答答ええくくだだささいい。。  
  

②②  令令和和６６年年３３月月新新規規学学卒卒者者のの採採用用結結果果（（技技術術系系ととししてて採採用用ししたた者者以以外外ははすすべべてて事事務務系系にに記記入入））  
  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

学 卒
 

採用を予定 

していた人数 

実際に採用 

した人数 

１人当たり平均初任給額 
（令和６年６月支給額） 

 

 

 

 

 

 

 

 

学 卒
 

採用を予定 

していた人数 

実際に採用 

した人数 

１人当たり平均初任給額 

（令和６年６月支給額） 

高
校
卒 

技術系  

人 

 

人 

    

， 

  

円 

(

含
高
専)

 

短
大
卒 

技術系  

人 

 

人 

      

円 

事務系  

人 

 

人 

    

， 

  

円 

事務系  

人 

 

人 

    

， 

  

円 

専
門
学
校
卒 

技術系  

人 

 

人 

    

， 

  

円 
大
学
卒 

技術系  

人 

 

人 

    

， 

  

円 

事務系  

人 

 

人 

    

， 

  

円 

事務系  

人 

 

人 

    

， 

  

円 
  
〔〔注注〕〕((11))令令和和６６年年６６月月のの１１ヵヵ月月間間にに支支給給ししたた１１人人当当たたりり平平均均初初任任給給額額はは通通勤勤手手当当をを除除いいたた所所定定内内賃賃金金（（PP44 参参照照））総総額額をを対対象象ととななるる  

          人人数数でで除除ししたた金金額額（（税税込込額額））をを記記入入ししててくくだだささいい。。  

      ((22))専専門門学学校校卒卒はは、、高高校校卒卒業業をを入入学学のの資資格格ととししたた専専修修学学校校専専門門課課程程（（２２年年制制以以上上））をを卒卒業業ししたた者者がが対対象象ととななりりまますす。。  

  

設設問問７７））中中途途採採用用ににつついいてておお答答ええくくだだささいい。。  
①①  令令和和５５年年度度にに中中途途採採用用のの募募集集をを行行いい、、令令和和６６年年７７月月１１日日現現在在ままででにに採採用用をを行行いいままししたたかか（（新新規規学学卒卒者者のの採採用用をを除除  

くく））。。（（１１つつだだけけにに〇〇））  

 

★★①①でで１１．．にに〇〇ををししたた事事業業所所はは②②・・③③のの質質問問にに、、２２．．にに〇〇ををししたた事事業業所所はは②②のの質質問問ににおお答答ええくくだだささいい。。  

  
 

採用を予定していた人数 人 

実際に採用した人数 人 

 

設設問問８８））人人材材のの確確保保、、育育成成、、定定着着ににつついいてておお答答ええくくだだささいい。。  
①①  人人材材確確保保ににつついいてて、、どどののよよううなな雇雇用用形形態態ででのの採採用用がが望望ままししいいとと考考ええまますすかか。。（（該該当当すするるすすべべててにに○○））  

  

  

  
   

②②  人人材材確確保保ののたためめににどどののよよううなな募募集集・・採採用用ルルーートトをを利利用用ししてていいまますすかか。。（（該該当当すするるすすべべててにに○○））  
 
 
 
 
  
  
  
  
    

③③  従従業業員員ににはは主主ににどどののよよううななここととをを習習得得ししててほほししいいとといいうう意意図図ををももっってて教教育育訓訓練練をを行行っってていいまますすかか。。  
（（３３つつ以以内内をを下下掲掲「「      」」欄欄にに選選択択肢肢のの番番号号でで記記入入））  

 
 
 
 
  
  
  
  
  

④④  人人材材のの定定着着ののたためめどどののよよううなな取取組組をを行行っってていいまますすかか。。（（該該当当すするるすすべべててにに○○））  

  

  

  
 
 
 
 

25歳未満 25～34歳 35～44歳 45～55歳 56～59 歳 60 歳以上 

 
        

人 

 
        

人 

 
        

人 

 
        

人 

 
        

人 

 
        

人 

１．採用計画をし、実際に採用した ２．採用計画をしたが、採用しなかった ３．採用計画を行わなかった 

１．採用募集をし、実際に採用した ２．採用募集をしたが、採用しなかった ３．採用募集を行わなかった   

③③  中中途途採採用用者者のの年年齢齢層層  ②②  中中途途採採用用のの結結果果  

  

しし
たた
事事
業業
所所
））  

（（
①①
でで
１１
．．
にに
〇〇
をを

１．就職情報サイトへの求人情報の掲載      ２．自社 HP への掲載 

３．就職情報誌や地元新聞への掲載        ４．公共職業安定所（ハローワーク）からの紹介 

５．地元高校や大学からの紹介          ６．インターンシップの開催 

７．会社説明会の開催・参加           ８．合同企業説明会への参加 

９．人材サービス会社（民間の職業紹介機関）   10．縁故採用 

11．その他（                ） 

１．職階（初任者、中堅社員、管理職）に応じた知識・技能  ２．業務に従事するために必要な資格の取得 
３．経理、財務               ４．法律   ５．アプリ・システム開発、プログラミング 
６．新技術開発、新商品開発、研究開発    ７．語学力  ８．コミュニケーション能力 
９．その他（                       ） 
 

 

 

３つ以内で該当する選択肢の番号を記入 

１．正社員（新規学卒者）    ２．正社員（中途採用）    ３．パートタイマー    ４．派遣社員 

５．嘱託・契約社員       ６．採用を考えていない    ７．その他（             ） 

１．ワーク・ライフ・バランス（福利厚生）の充実 ２．若手社員の給与水準の引き上げ 

３．職場コミュニケーション向上のための施策 ４．資格取得支援 

５．社外の教育研修機会への派遣 ６．定期的な人事評価・面談の実施 

７．従業員へのキャリアパスの提示 ８．その他（          ） 
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⑤⑤  直直近近３３年年度度ににおおけけるる新新卒卒及及びび中中途途採採用用者者のの定定着着状状況況ににつついいてておお答答ええくくだだささいい。。  

  

直直近近３３年年度度ににおおけけるる入入職職者者数数              人人    直直近近３３年年度度ににおおけけるる入入職職者者ののううちち離離職職ししたた者者            人人  

  

設設問問９９））賃賃金金改改定定ににつついいてておお答答ええくくだだささいい。。  

  ①①  令令和和６６年年１１月月１１日日かからら令令和和６６年年７７月月１１日日ままででのの間間ににどどののよよううなな賃賃金金改改定定をを実実施施ししままししたたかか。。（（１１つつだだけけにに〇〇））  
 

 
 

★★①①でで１１．．とと２２．．とと３３．．にに〇〇ををししたた事事業業所所はは下下記記①①－－１１のの質質問問ににももおお答答ええくくだだささいい。。  
★★①①でで１１．．ままたたはは４４．．にに〇〇ををししたた事事業業所所及及びび、、臨臨時時給給与与をを引引上上げげたた（（７７月月以以降降引引上上げげ予予定定））事事業業所所はは②②・・③③のの質質問問にに  

ももおお答答ええくくだだささいい。。  

 

①①－－１１  賃賃金金改改定定（（引引上上げげたた・・引引下下げげたた・・凍凍結結））をを実実施施ししたた対対象象者者のの総総数数とと従従業業員員１１人人当当たたりり平平均均のの改改定定前前・・改改定定後後  
所所定定内内賃賃金金（（通通勤勤手手当当をを除除くく））及及びび平平均均引引上上げげ・・引引下下げげ額額ををごご記記入入くくだだささいい。。ななおお、、ププララスス・・ママイイナナススのの  
記記号号はは不不要要でですす。。   

対象者総数 

従 業 員 １ 人 当 た り（月額）  
改定前の平均所定内賃金 

（Ａ） 
改定後の平均所定内賃金 

（Ｂ） 
平均引上げ・引下げ額 

（Ｂ）－（Ａ）＝（Ｃ）  
 
 

 
 

 
 

 
人  

 
 

 
 

  
 

 

，  
 
 円  

 
 

  
 

  
 

 
，  

 
 円  

 
 

 
 

 
 

 
，  

 
 円  

  

〔〔注注〕〕((11))「「改改定定前前のの平平均均所所定定内内賃賃金金（（ＡＡ））」」「「改改定定後後のの平平均均所所定定内内賃賃金金（（ＢＢ））」」「「平平均均引引上上げげ・・引引下下げげ額額（（ＣＣ））」」のの関関係係はは  

          次次ののととおおりりでですす。。  

            ・・「「１１．．引引上上げげたた」」事事業業所所はは、、「「平平均均引引上上げげ・・引引下下げげ額額（（ＣＣ））」」ははププララスス額額ににななりりまますす。。  

            ・・「「２２．．引引下下げげたた」」事事業業所所はは、、「「平平均均引引上上げげ・・引引下下げげ額額（（ＣＣ））」」ははママイイナナスス額額ににななりりまますす。。  

            ・・「「３３．．今今年年はは実実施施ししなないい（（凍凍結結））」」事事業業所所はは、、((ＢＢ))・・((ＡＡ))がが同同額額ににななりりまますすののでで、、｢｢平平均均引引上上げげ・・引引下下げげ額額  

              （（ＣＣ））｣｣はは｢｢００｣｣ににななりりまますす。。  

      ((22))対対象象者者総総数数はは、、賃賃金金改改定定対対象象者者でで、、賃賃金金のの改改定定前前、、改改定定後後とともも在在職職ししてていいるる者者でですす（（PP11 のの設設問問１１のの「「従従業業員員数数」」  

        ととはは必必ずずししもも一一致致ししななくくててもも結結構構でですす））。。  

      ((33))パパーートトタタイイママーー、、アアルルババイイトト、、役役員員、、家家族族、、嘱嘱託託、、病病欠欠者者、、休休職職者者ななどどはは除除いいててくくだだささいい。。  

      ((44))臨臨時時給給与与にによよりり賃賃金金改改定定ししたた場場合合はは、、上上記記賃賃金金にに含含めめるる必必要要ははあありりまませせんん。。  

      ((55))「「所所定定内内賃賃金金」」ににつついいててはは、、下下表表をを参参考考ににししててくくだだささいい。。  
 
  

  

  

  

  

  

  ②②  賃賃金金改改定定（（引引上上げげたた・・７７月月以以降降引引上上げげるる予予定定））のの具具体体的的内内容容ををおお答答ええくくだだささいい。。（（該該当当すするるすすべべててにに〇〇））  

 
 
 
 

〔〔注注〕〕((11))「「定定期期昇昇給給」」はは、、ああららかかじじめめ定定めめらられれたた企企業業のの制制度度にに従従っってて行行わわれれるる昇昇給給ののここととでで、、一一定定のの時時期期にに毎毎年年増増額額すするるここととをを  

          いいいいまますす。。ままたた、、毎毎年年時時期期をを定定めめてて行行っってていいるる場場合合はは、、能能力力、、業業績績評評価価にに基基づづくく査査定定昇昇給給ななどどもも含含みみまますす。。  

      ((22))「「ベベーーススアアッッププ」」はは、、賃賃金金表表のの改改定定にによよりり賃賃金金水水準準全全体体をを引引上上げげるるここととををいいいいまますす。。 
  

③③  今今年年のの賃賃金金改改定定（（引引上上げげたた・・７７月月以以降降引引上上げげるる予予定定））のの決決定定のの際際にに、、どどののよよううなな要要素素をを重重視視ししままししたたかか。。  

（（該該当当すするるすすべべててにに〇〇））  

  

  

  

  

  

設設問問 1100））労労働働組組合合のの有有無無ににつついいてておお答答ええくくだだささいい。。（（１１つつだだけけにに〇〇））  

  

 

  

  

１．定期昇給     ２．ベースアップ  ３．基本給の引上げ（定期昇給制度のない事業所）  

４．諸手当の改定   ５．臨時給与（夏季・年末賞与など）の引上げ  

１．企業の業績   ２．世間相場   ３．労働力の確保・定着  ４．物価の動向   ５．労使関係の安定  

６．親会社又は関連会社の改定の動向 ７．前年度の改定実績   ８．賃上げムード  ９．燃料費の動向  

10．重視した要素はない       11．その他（                ）  

所所定定内内賃賃金金  

（固定部分）基本給（年齢給、職能給、職務給、勤続給）、役付手当、 

      技能手当、特殊勤務手当、家族手当、住宅手当、食事手当など  定期給与  

現金給与総額
 

所定外賃金（超過勤務手当、休日出勤手当、宿直手当、深夜勤手当など）  

臨時給与（夏季・年末賞与など）

（変動部分）精勤手当、生産手当、能率手当など  

賃賃金金分分類類表表  

１．引上げた ２．引下げた ３．今年は実施しない（凍結）  

４．７月以降引上げる予定 ５．７月以降引下げる予定  ６．未 定  

１．あ る          ２．な い 

◎◎  おお忙忙ししいいととこころろごご協協力力あありりががととううごござざいいままししたた。。  

記記入入ももれれががなないいかかももうう一一度度おお確確かかめめののううええ、、７７月月１１６６日日（（火火））ままででににごご返返送送くくだだささいい。。  
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